
向によるものであり、たとえ経営上残業の必要が
あったとしても、36協定を締結せず、残業をし
ないことはできます。だから、③は正しい説明です。
　また、36協定では、「時間外又は休日の労働を
させる必要のある具体的事由、業務の種類、労働
者の数並びに1日及び1日を超える一定の期間に
ついての延長することができる時間又は労働させ
ることができる休日」について定め（労基法施行
規則16条）、その範囲でしか残業を命じることがで
きませんので、④は間違いということになります。
　注意すべきは、36協定だけでは残業を命じる
ことができないことです。そのような命令を基礎
づける就業規則等の規定（例えば「業務上必要な
場合に残業を命じることがある」など）が必要（日
立製作所武蔵工場事件・最一小判平成3.11.28労
働判例594号7頁）なので、①は間違っています。
　ちなみに「36（サブロク）協定」という通称は、
労基法36条に規定されていることから、使われる
ようになったもの。
� ［正解］　③

36協定だけでは
残業を命じることはできない

　「1日8時間、週40時間」の法定労働時間を超
える労働（時間外労働）を命じるためには、原則
として職場の過半数代表（組合）と使用者が労基
法36条に基づく36協定を締結しなければなりま
せん。この過半数代表は適正に選ばれなければな
らず、「法に規定する協定等をする者を選出する
ことを明らかにして実施される投票、挙手等の方
法による手続により選出された者であること」（労
基法施行規則6条の2）が必要です。したがって、
会社の共済会の代表であるからといって適正な代
表者とは限らず、36協定は無効となり残業を命
じることはできなくなります。トーコロ事件（最
二小判平成13.6.22労働判例808号11頁）はそ
のような判断を示しており、②は間違いです。こ
のトーコロ事件判決は有名ではありませんが、必
ず覚えておきたい判決です。
　36協定を締結するか否かは、労働者サイドの意

会社が残業させるには36協定が必要。でも、連合の調査では、そのこと自体「知らない」という
回答が6割も。また「36協定さえ結べば何時間でも残業させられる」という誤解も少なくない。
知っておきたい36協定のルールをおさらいしておこう。
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36協定の説明について正しいものを1つ選びなさい。問

① 36協定さえあれば、就業規則等で
残業を義務づける定めがなくとも
使用者は残業を命じることができる。

③ 残業の必要があっても、
労働者の過半数代表は36協定を
締結しないことができる。

② 会社の共済会の代表が使用者と
締結した36協定も有効である。

④ 36協定があれば、
そこで定められた時間を超えて
残業を命じることができる。
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